
著作権クイズ＜解答＞

契約で著作権の帰属を明らかにしていない限り、ビデオの著作権は製作会社にあります。制作費を負担しただけでは著作権を取得（譲渡）したことにはなりません。（著作権法第２条第１項２号）

ダンス、講演、生演奏などのように、ものに固定されないものであっても著作権としての保護を受けます。（著作権法第１０条第１項1号）
著作物とは「思想または感情を創作的に表現したものであって、文芸･学術・美術・音楽の範囲に属するもの」と定義されています。したがってＡ君が作成した運動会のポスターは著作物で、著作権はＡ君にあります。(著作権法第2条)
撮影を依頼したときの利用条件により、許諾が必要な場合と一定の範囲内で自由に利用できる場合がありますが、利用条件の取り決めがない場合は無断で使用すると著作権の侵害となります。著作権はＡカメラマンにあります。

（著作権法第２条第１項２号）

複製とは、手書きによるものか機器を用いたものであるかを問わず、著作物を形のあるものに再製することをいいます。著作物をフロッピー等へコピーするとコンピュータを利用することにより著作物を再製することができることから複製に該当し、複製権の侵害となります。

（著作権法第２条第１項１５号、著作権法第２１条）
Ａ先生がフリーの教材を使用することに問題はないが、Ｅメールで他の多くの先生へ送信する行為は、公衆送信権の侵害となります。なお、教材、プログラム等のダウンロードは複製に該当し、複数の先生に提供する行為は複製権の侵害となりますので注意が必要です。

（著作権法第２条第１項１７号、著作権法第２３条）

適法に作成されて録音物の再生演奏について演奏権が及ぶのは、音楽喫茶、ディスコなどの営利事業に利用する場合のみとなっています。したがってこの場合は許諾を得る必要はありません。ただし、ＣＤ等を複製して流す場合は、複製権の侵害となります。（著作権法第22条）

展示権は、美術の著作物または未発行の写真の著作物の原作品に対して及ぶ権利です。したがって、絵はがき（複製画）を展示する場合は、著作者に許諾を得る必要はありません。（著作権法第25条）
個人所有の市販ビデオソフトをバスの中に設置されたＴＶ画面によって再生して多くの人（公衆）に見せることは、上映権の侵害となります。

（著作権法第2条第7項、著作権法第26条）

授業に必要な範囲での翻訳、複製は著作権の侵害とはなりません。

それ以外の場合、詩を英語に直す行為は翻訳権に該当します。

また、それを配布する行為は複製権の侵害となります。

（著作権法第35条、第2条第1項11号、著作権法第27条）
私的使用のための複製は認められていますが、問題のように職員会議の資料として教職員に配布する場合には私的使用の範囲を超えていますので著作権者の許諾を得る必要があると考えられます。（著作権法第21条）
授業を直接担当する教員は、授業の中で使用するために著作物を複製することは認められています。しかし、この問題のように録画した番組を将来授業で利用することがあるとしても、ライブラリー化して保存するような利用形態は必要と認められた限度を超えるものとして、複製権の侵害となります。教育番組やワークブックなどは、もともと限られた教育現場での利用を対象に作成されたものであり、授業に直接関係のない複製等は著作権の利益を不当に害することになると考えられます。（著作権法第35条）
営利を目的とせず、無料かつ無報酬であれば、著作権者から許可を得ずに自由に演奏することができます。（著作権法第38条第1項）


ストーリーを変え、原作のままでない場合は著作権者の許諾が必要となります。

原作のまま上演するのであれば、文化祭などで上演する場合営利を目的とせず、観客から料金を取らないので、公表されている劇を上演することは問題がありません。（著作権法第20条、第38条第1項）
授業の中で使用する場合の著作物の複製は認められています。しかし、市販の問題集やワークブック等の補助教材をコピーして生徒に配ることは、著作者の利益を不当に害するものであるため、複製はできません。

（著作権法第35条）


授業の中で使用する場合の著作物の複製は認められています。著作物を複製して授業で利用する場合は、授業を受けるクラスの生徒分を限度に、必要最小限にとどめることが望ましいです。

（著作権法第35条）
風景の写った写真をスキャナで読み込むことは、複製行為となります。ホームページへの利用は私的使用の目的とはいえませんので、著作者の複製権を侵害することになります。また、写真をトリミングすることは、同一性保持権の侵害となる恐れがありますので注意が必要です。

（著作権法第21条、著作権法第23条第1項）
ホームページへの利用は私的使用「個人的にまたは家庭内、その他これに準ずる、限られた範囲において使用する」の目的とはいえませんので、著作者の複製権を侵害することになります。
（著作権法第30条）

ソフトウェアを譲渡する行為は基本的に著作権法には触れません。ただし、ソフトウェア使用許諾契約書に譲渡禁止の旨が記載されている場合は、契約違反になりますので、確認が必要です。ソフトウェアを譲渡する場合には、オリジナルのフロッピーディスクやＣＤ－ＲＯＭだけでなく、マニュアルやパッケージも含めてすべてを譲渡しなければなりません。バックアップコピーを取っていた場合には、その処分も必要となります。

（著作権法第63条、民法第415条）


個人の権利利益を保護する必要性があることから、個人保護条例等によって、個人情報の取り扱いに関する事項が定められています。また個人情報の取り扱いに適正を欠けば、個人の権利を侵害する恐れが大きくなります。
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